






















































































































































































































































































































































































































































合 計 46・1 670　　　　　（言圭2）752
　　単位，億ルピー
（註1）政府事業剰余φその他は鉄鋼，肥料を含む。
（註2）草案要綱では合計725億ルピーであるが，1962年6月資
　　金計画に修正があって25億ルピー増加し，了50億ルピー
　　となった
部門頭政府1民閤
農業および
、村落開発
部　　　　慨
電　　　　力
農村工業および
小規模工i業
鉱　　工　　業
運輸および通信
社会施設
在　　　　庫
67．5
64
92．5
16
150
145
65
20
80
5
27．5
100
20
107。5
60
合 計 620（註）　　　400
　第3次5ケ年計画の資金調達を一部外国援助
に依存するとしても，中心はあくまで国内資金
の調達によらねばならない。第3次計画の投資
規模は，草案要綱で1，020億ルピーであるが，
これは純投資の大いさをあらわすもので，その
内訳は政府投資の620億ルピーと，民間投資の
400億ルピーよりなっている。いま開発部門別
の投資配分を第3次5ケ年計画草案によって見
ると左表の如ぐである。
　　　単位，億ルピー
（註）これは純投資分であって経常支出分が105億ルピーあり，これを合計して政府部門の投資が72
　　5億ルピーとなる。
　　1962年6月の修正によって経常麦出分を含めた政府部門の投資が750億ルピー，これに民間部
　　門の投資410億ルピー（10億ルピー増加）を加えて総投資規模は1，160億ルピーとなる。
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　第2次計画の投資規模が政府部門において365億ルピー，民間部門において310億ルピー
合計675億ルピーであったに対し，第3次計画では大幅に増加し，特に政府部門の投資規
模において約70パーセントの増加であった。民間部門への投資は大体において・採鉱電
気および運輸に関する投資と農業，村落工業および都市，農村の住宅部門への投資が主で
ある。さて開発にともなう経常支出分をも含めた場合，総投資規模は1，160億ルピーに達
するが，このうち220億ルピーを外国援助の資金流入を期待するとして，残り940億ルピー
（前表，註）
はこれを国内資金の動員にまたなければならない。
　資金計画においては国民経済における投資水準を，第2次計画末年の国民所得の約8パ
ーセントから第3次計画末年には14パーセントまで引きあげることを予定し，貯蓄率も約
8パーセントであるが，これを11パーセントまで引きあげられねばならないとしている。
この貯蓄率から推定すると，第3次計画期間中の国民所得の増加を見こんでも940億ルピ
ーにのぼる国内貯蓄の実現は決して容易なことではない。インドの低い貯蓄水準から見れ
ば，外部資金を確保する以外に国内資金の動員にあらゆる努力が傾倒されなければならな
い。
　経済開発計画にもとつく資金計画には種々の面からの分析が必要であるが，こ＼では政
府部門の資金調達を中心として，増税，国内借入，赤字財政および外国からの資金援助に
ついて，またそれらに附随する開発金融上の問題について若干の考察を行うことにする。
　増　　　税
　第3次計画のための資金調達の源泉として5ケ年間に165億ルピーの増税目標をか＼げ
ている。非公式試案が440億ルピーとしたことに比し大幅の後退を示している。しかもそ
の内容において間接税申心をとっていることは第2次計画における場合と同様である。イ
ンドにおける租税収入は国民所得の約8．5パーセントであるが，国民所得の増大に応じて
第3次計画の実施のための増税によるこの比率は11パーセントに上昇の予定である。全体
として見れば165億ルピーの増税は，国民
所得特に食糧：生産の増加から可能であり，
また必要最低限であるというのが計画立案
者の考えであった。
　中央政府の主要租税収入の内訳を見ると
右の如くである。　（家田茂一氏「開発計画と
国内資金問題」インド開発と資金問題所載180頁）
　この表から租税収入の内訳を見ると，そ
の主たるものが連邦消費税および関税収入
にあることがわかる。すなわち間接税が大
部分を占め，個人および法人所得税の比率
は低位にある。この点はインドのみならず
＼　　年度
　　＼＼
種類＼
個人所得税
法人所得税
支　出　税
関税収入
連邦消費税
鉄道運賃課税
財　産　税
富　裕　税
贈　与　税
印　紙　税
地　　　　租
1956／57
92。99
51．18
173。23
1了1．21
　2。11
　2．17
　0。54
1957／58
82。47
50。50
183。00
224．33
　0。03
　2．52
　9。00
　2．90
　0．52
1958／59
84．53
55。50
　3．00
170。00
235。79
　0。07
　3．00
12．50
　3。00
　3。02
　0．52
単位1，000万ルピー
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一般に東南アジア諸国に共通するところであるが，第1次および第2次5ケ年計画の期間
を通じて関税収入にはあまり変動がないが，連邦消費税は著しく増加した。従って間接税
といってもその主力は連邦消費税にあり，この傾向は第3次5ケ年計画における資金計画
で一層顕著になっている。
　1958年度のエカフェのアジア経済年報が，　「国民所得の9パーセントという税収率は，
代表的な工業国の20～30パーセントという比率にくらべてきわめて低い。今後この比率を
引きあげ，それによって全体としての国民貯蓄率に占める政府貯蓄の比率を高めることは
たしかに可能であるように見える。しかしインドがこれまでになした努力で経験した困難
さは根本的な問題を示唆しているように見える。」とする要旨は，低開発国では租税制度自
体が後進的な性格をもってなお整備されておらず，一人当りの所得水準がきわめて低く，
且つ非貨幣経済部門の占める領域の広いところでは（インドでは約30パーセントの地域），
負担力と徴税技術のうえからも所得税に十分に期待し難いこと，および直接税は工業部門
の所得増大と貨幣経済部門の拡大に期待しなければならないこと，従って，現状では連邦
消費税，関税などを中心とする間接税に依存せざるを得ないことを示しているとい＼得よ
う。要するに所得水準の低い低開発国では必要開発資金の調達を早急に増税に期待し得な
いことを示すものである。これが第3次計画の資金調達の面で増税計画のうえに反映して
いる。
　国内借入
　資金調達計画では公債85億ルピー，小額貯蓄55億ルピー，各種基金51億ルピー，合計
191億ルピーが計上されている。第2次計画期間中の市場借入は80億ルピーと見積られて
いる。
　第3次計画期間における市場借入見積り額は，金額において5億ルピーの増加にすぎな
いが，生命保険会社の公債応募と各種予備金による公債消化を想定している。一般に増税
に十分な期待をよせ得ない場合，資本形成の一手段として，公債公募が健全な方法とされ
る。しかしながら低開発国ではもともと民間貯蓄が乏しいこと，また貯蓄の形態が土地や
貴金属で行われる慣習のあることおよび公債投資に習熟していないことなどとあわせて，
十分な効果を公債に期待するわけにゆかない。さらに公債公募を押しす＼めてゆくことは
民間貯蓄の政府資金への吸いあげとなり，それだけ民間投資の縮少という結果を反映する
ことを考慮しなければならない。
　公債とならんで，近年インドでかなりの成果をあげているものに，小額貯蓄（small
savings）の制度がある。小額貯蓄目標の年平均は11億ルピーであるが，第2次計画期間
中に吸収した額に比して増加している。元来この制度は，政府の資金調達の一回目として
民間貯蓄資金を吸いあげんとするもので，これは政府財政歳入に繰り入れられる。小額爵
蓄の内容は郵便貯金と小額債券である。政府は開発計画の進展にともない，撒布資金の還
元吸収のため小額貯蓄の増加に熱意をもち，その成績の上がりだしたのも第1次5ケ年計
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画の後半からであった。現在小額貯蓄には次のような種類があり，利回り，担保物件など
種々の点で優遇され，政府の増強策がとられている。　（家田氏前掲論文，184－187頁）
　（1）郵便貯蓄預金（Post　Office　Savings　Bank　Deposits）
　（2）12年国家計画貯蓄債券（12year　National　Plan　Savings　Certificates）
　（3）大周省貯金預金債券（Treasury　Savings　DePosit　Ce「tificates）
　（4）－15年年金債券（15year　Annuity　Certificates）
　（5）　国家貯蓄債券（National　Savings　Certificates）
　（6）10年国家計画債券（10year　National　Plan　Certificates）
　（7）郵便現金債券国防貯蓄銀行預金，国防貯蓄債券　（Post　Office　Cash　Certificates，
　　　Defence　Savings　Bank　Deposit　and　Defence　Savings　Certificates）
　最後に各種基金からの51億ルピーの資金調達には，予備金の純増23億ルピー，土地増価
税7．5億ルピー，鉄鋼価格平衡基金16億ルピー，各種資本収入の支出を上まわる剰余金4．5
億ルピーが含まれている。　（前掲，インドの第3次5ケ年計画草：案）
　赤字財政
　東南アジア諸国においては経済開発計画を遂行してゆくために，共通的にとられている
方法が赤字財政であり，インドの5ケ年計画における場合もその例外ではない。増税，国
内借入（公債公募，小額貯蓄）などによる資金調達で政府の計画投資をまかなうことを得
なければ，結局中央銀行の国債引受或いは政府貸付金の形式による赤字財政に依存せざる
を得ない現状である。赤字財政が後進国において望ましいものでないとしても，経済開発
が低開発国に課せられた重要責務であり，経済的後進性から脱却し得る可能性がそれによ
ってはじめて実現せられるものであるならば，赤字財政は避けることのできない調達方法
であるといわねばならない。
　もっとも赤字財政が一般化の傾向があるとしても，低開発国においてどの程度の余地が
あるか検討の余地があるであろう。　（日銀調査月報「東南アジア諸国の経済発展と資金調達問題」
昭和32年5月）すなわち低開発国においては赤字財政の採用の条件が先進国における場合よ
りも有利であるとする見方，これは現金通貨の形態による退蔵性向のあること㍉経済成
長によって将来貨幣経済の浸透する広い地域の存在することからである。他方低開発国の
不利な条件として，所得水準が低く且つ消費性向が高いこと＼生産の弾力性が低いことが
あげられている。この点でインド準備銀行当局は低開発国における赤字財政に依存する資
金調達方法は，生産の弾力性が先進工業国に比較して低く，通貨増発による有効需要の圧
力に弾力的に応じ難いところにその危険性を認めている・
　第2次計画の推定実績では赤字財政の幅は11・5億ルピーであった。第3次計画では・は
じめの非公式試案では赤字財政に依存しない計画方針であったにもか＼わらず・その方針
は撤回されて草案要綱では55億ルピーが予定されている。赤字の安全限度を正確に推定す
ることは困難としても，計画立案者の考え方には，第3次計画期間中に通貨供給の増加が
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約33パーセントにおよんでも，物価に甚だしい圧迫を加えることはないと想定しているよ
うである。
　経済開発のための政府予算は，資本勘定予算：として計上され経常勘定予算：とは区分され
ている。その予算源として経常歳入剰余の外に，政府事業剰余，公債，小額貯蓄などに依
存しているが，不足分を補充するものとして赤字財政への依存度が大きかった。開発計画
の進展による資本勘定の膨脹により，財政規模もまた膨脹の一途をたどることになる。イ
ンドの場合財政規模の増大を経常勘定の自然増加分でまかなうことができず，積極的な増
税策を強行し得ない以上資本勘定歳出の増加分は赤字財政の増大となる。この赤字財政に
より撒布された購買力が，租税制度および金融制度の不備によって十分に吸収されない。
先進工業国に比し生産弾力性が低いために，生産増加が貨幣所得の増加と同一ペースで進
行せず，インフレ圧力の増大が重要な問題となってきた。前に述べた如く，赤字財政が物
価への過度の圧迫を惹起する恐れはないであろうと考えたために，計画において物価騰貴
への考慮：に燥げるものがあった。消費性向が高いことからも物価は騰貴する傾向にある。
従って計画の進展は赤字財政を増加させ，それはさらに次の物価騰貴をもたらし，いわゆ
る悪循環の過程を繰返す恐れがある。余剰農産物その他外国援助によってインフレ圧力を
軽減することを得るとしても，開発計画の本格的進行とともに赤字財政は増大する可能性
を示し，外貨準備は減少し，インフレ圧力への対処はきわめて重要となった。（日銀調査月報
　　「東南アジア諸国の経済開発計画と金融上の諸問題」昭和33年9月）
外　　貨　　準　　野 畑　売　物　価　指　数
年
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
外貨準備高
1，796
1，862
1，867
1，866
1，435
　942
　722
　814
　670
増　　減
＋　66
＋　　5
－　　1
－431
－493
－220
＋　92
－144
年
1953年3月
1954　〃
1955　〃
1956　〃
1957　〃
1958　〃
1959　〃
1960　〃
1961　〃
総指数
100
101．2
89．6
99。2
105．1
106。1
112。1
118．7
127．5
食　　糧
100
100。1
82．1
94。6
101．ア
103．4
112．7
116．5
118．1
工業製品
100
100．4
99．7
102．9
105．8
10了．3
109．5
1窪7．0
128．8
単位，100万ドル
International　Finallcial
Statistics．
Reserve　Bank　of　India，　Bulletin
外国援助
経済開発資金の調達で赤字財政を余儀なくされることは前に述べたところであるが，低
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開発国では経済成長のための必要資金として民間外資，借款などで補充されなければ計画
自体の遂行が困難である。世界銀行，輸出入銀行などの国際機関ないし国家機関からの借
款が是非とも必要となってくる。この意味でもインドの第2次5ケ年計画にしても第3次
のそれにしても，他力本願的な色彩のきわめて強いものであった。
　第1次5ケ年算画期間中に政府部門の利用し得た外国援助資金は約25億ルピーであった
が，第2次計画では，投資規模の拡大にともない，約80億ルピーの外国援助を期待してい
た。しかしながら当初政府は援助航空に積極的な努力を払わなかった。それは当時相当額
の外貨準備を保有していたことによるものであった。既に述べた如く第2次計画の出発に
あたって天候不良による農産物不作のため予期せぎる食糧輸入需要の増大と資本財輸入の
増加によって甚だしい外貨の流出を惹起し，外貨危機を招来するにおよんで第2年度のな
かば頃から積極的な援助要請を行うに至った。
　インドの外貨危機に応じて，1958年8月ワシントンで世界銀行の主催になる第1次イン
ド債権国会議が招集され，アメリカ，イギリス，西ドイツ，カナダ，日本が参加した。こ
の会議で緊急不足額について世界銀行が1億ドル，アメリカが開発借款基金（D：LF）か
ら7，500万ドル，イギリスが1億800万ドル，西ドイツが4，000万ドル，カナダが1，700万
ドル，日本が1，000万ドルの借款を供与することになった。それにもか＼わらずインドの外
貨不足が補えず，再び1959年3月詣2次債権国会議が開催され，同年4月から翌年3月ま
での不足分として2億5，000万ドルの援助要請に対し，世界銀行が6，500万ドル，アメリカ
が7，500万ドル，イギリスが5，300万ドル，西ドイツが3，000万ドル，カナダが1，700万ド
ル，日本が1，000万ドルの借款を供与することを定め，国際収支の改善に寄与することに
なった。　（前田彰氏「開発計画と国際収支」・fソド開発と資金問題所載240－242頁）
　第2次5ケ年計画の開始後1959年1月末までにおいて，インドの確得し得たところの借
款および援助の総額は贈与をも含めて21億3，900万ドル（101億8，300万ルピー）に達した。
ところで第3次5ケ年計画についてはその資金調達の一環として，第4回インド債権国会
議では巨額の援助が約束されることになった。すなわち既にふれた如く最初の2ケ年分と
してアメリカが10億4，500万ドル（余剰農産物を除いて）にのぼる援助をはじめ，イギリ
ス，西ドイツ，カナダ，フランス，日本および世界銀行，第2世銀で総計22億2，500万ド
ルが供与されることになった。インド政府の5ケ年間の援助期待額が220億ルピー（46．2
億ドル）であったことから，既にその約48パーセントが確保されたことになる。西側諸国
からの援助に対応してまたソ連からも長期低利のしかもルピー貨による返済を認めた政治
的借款も既に与えられており，インドの5ケ年計画が東西援助競争の舞台となった観があ
る。
　か＼る外国援助および借款においてその金額でもっとも重要な地位を占めたものがアメ
リカおよび世界銀行である。世界銀行の借款は主として製鉄部門と運輸，電力部門に対し
行われている，これは基幹産業と後進国開発には外部経済の開発が重要であるとする見地
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から，民問製鉄会社，インド国鉄，港湾施設，その他航空，電力部門が中心となってい
る。アメリカの借款と援助はワシントン輸出入銀行借款，後進国開発借款基金（D：LF）
による借款，　TCA計画（Technical　Corporation　Agreement）による借款および
P：L480（Public　Law　No．480）による余剰農産物援助などによるものである。ドルによ
る返済を原則とするが，D：L　F（DeveloPlnent：Loan：Fund）基金による借款は長期で
且つルピー貨決済が認められている。　（前田氏前掲論文244－245頁）
　第4次債権国会議で決定した援助額の中には，日本の援助供与分8，000万ドルが含まれ
ていることは前に述べたところであるが，従来日本からの借款は政府に対する直接借款で
なく日本から開発資本財を購入する際に供与されたもので，今回の8，000万ドルも全額輸
出入銀行による融資である。なおこの融資は返済15年の延べ支払信用であるといわれる。
なおか＼る借款と並行して，教育，保健，農業改良普及事業などを主たる対象として1951
年に発足したコロンボ・プラン加盟国よりの贈与の果している役割をも見おとしてはなら
ない。
　ともあれ外国借款および援助の5ケ年計画の遂行のうえで果す力の大きいことはこれを
否定するわけにはゆかないが，同時に外国借款の増大は利払いをも含め対外債務を甚だし
く累増させ，今後長期にわたって国際収支に対する圧迫要因となるであろう。長期開発計
画の実施にともなう外国借款への依存の増大と並行して，返済資金を如何にして調達する
か，将来における大きな問題を残すものであって，5ケ年計画はまた苦難の途であるとい
わねばならない。
　さて東南アジア諸国の経済開発計画もようやくその実績の批判的評価のうえに，あらた
に計画の効果的推進を考慮する段階に入った。インドの場合においても同様である。一般
に経済発展の過程は高度に複雑な現象である。　（R．N．　Tripathy，：Fiscal　Policy　and
Economic　Development　in　lndia，　Chapter　I．）ヌルクゼも指摘するように資本は経
済成長の必要条件ではあっても十分条件ではない。　（R．：Nurkse，　Problems　of　Capital
Forrnation　in　Under・developed　Countries，　p．1．）それは社会的，政治的，歴史的，
文化的要因に影響されるものである。．外部経済の基礎条件ができあがっていない低開発国
においては特に宥りであろう。低開発国に内在する投資以前の問題として，後進国の経済
発展を大きくはゴむところの特殊の問題領域を形成しているものである。こ＼ではこれを
検討する余裕をもたなかったが，経済的分析とあわせてこれは重要な問題であろう。とも
あれインド開発は時代的な使命であるが，それはまた多難な経済計画である。
